チャランケ通信　第77号　2014年9月1日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　いよいよ9月、今年は何だか秋が来るのが早いような気がする。昨年の9月は、北海道でも残暑が長く続き、季節が1か月ちかくズレているような気がしたのを、何故か記憶している。

安倍第二次政権、改造人事を実施へ。政局の動きに波紋が
　政治の方も、どうやら動きが出始めたようで、9月3日には第二次安倍内閣の改造が行われる。焦点になっていた石破幹事長の人事も、結局のところ内閣に取り込まれることになった。おそらく、地域振興担当の大臣ではないかと事前の報道がなされているのだが、無役でもよいから思いを貫いて行けば良いのに、と思っていた自民党内の石破氏に心を寄せる政治家達にとっては落胆したに違いない。とはいえ、今度の人事で政局はある程度動き始めるに違いない。福島・沖縄両県の県知事選挙の行方が一つの焦点になりそうだし、後で詳しく見るように、アベノミクスの結果は国民の生活にとって好ましいものではないことが明らかになりつつある。さらに、ウクライナやシリア・イラク情勢など国際的な動向も、まことに気になるリスク要因ではある。問題は、徐々に酷くなりつつある国民生活の実態を汲み取れる政治勢力が、あまりにも力不足であり、民主党を軸にした野党側のリーダーシップをどのように発揮していけるのか、今のところ、あまり期待が出来そうにない。
　おやおや、おかしいぞアベノミクス。国民生活はさっぱりだ
　さて、アベノミクスといわれる経済の実態だが、このところおかしくなってきている。
　8月13日にGDPの4~6月期の速報値が公表され、何と1~3月期に比べて年率換算でマイナス6.8%も落ち込んでしまった。もちろん、消費税の5%から8%への引き上げを前にした駆け込み需要とその反動で消費の落ち込みで説明は出来るのだが、問題はその後の実体経済の動きなのだ。物価の上昇が消費税の引き上げ分2%とインフレ分約1.5%をあわせて約3.5%へと引き上がったのに対して、久方ぶりに注目された賃上げは、2%そこそこしか上昇しておらず、到底3.5%には到達していないわけで、結果として実質消費支出はマイナスが続いており、GDPの6割近いウエイトを占めている内需か振るわなくなっている。そこへ来て、かなり大幅な円安になったものの、期待された輸出が振るわず、国内の設備投資にも点火することなく今日に至っており、株価の方も15,000円台で停滞気味に推移したままである。
　来年10月からの消費税率10%への引き上げは困難か
　このままの状態が推移すれば、今年の年末までに決断しなければならないとされている、来年10月からの消費税率10%への引き上げを、1年程度延期せざるを得なくなるのではないか、と見られ始めている。11月17日に公表されるGDP7~9月期の速報値、12月8日に公表される二次速報値、そして12月15日発表予定の日銀12月短観の結果を見て判断するのだろうが、このままではすんなりと消費税の10%への引き上げとはならなくなって来つつあるようだ。
　そうは言っても、財政再建の国際公約からすれば、消費税の引き上げが前提になっているだけに簡単ではない。問題は、そこで更なる日銀のさらなる金融緩和による円安と、政治家からの要望の強い公共事業を中心にした今年度の補正予算の編成と抱き合わせが求められる危険性が大きいことである。その点について、問題点を指摘しておきたい。
　為替は円安へ、でも輸出は伸びず、物価だけ上がり生活苦へ
　この間のアベノミクスの誤算の一つが、円安によって期待された輸出の増加が実現できないどころか、海外からの原油や食糧品などの一次産品の値上がりだけでなく、今や国際競争力を失った家電製品でも海外からの輸入が増大し、貿易収支の赤字が増加し、経常収支の黒字の確保もなかなかままならない現実に直面しているのだ。黒田日銀の異次元金融緩和政策の結果、なるほど為替相場が円高から円安へと転換し、株価を中心とした資産価格の上昇とともに、輸入物価の高騰から国内物価へと跳ね返り、昨年の4月頃から今年の5月頃まではコストプッシュ型の物価上昇をもたらしたことは確かなのだが、問題はその中身なのだ。結果的に交易条件の悪化となって日本で生み出した付加価値を、円安によって輸入価格の引き上げ分だけ輸出国へと移転させたに過ぎなかったのだ。これでは国民生活が落ち込むだけでしかない。
　「平和的通商国家」から「軍事的老衰国家」へ進む日本
もはや日本経済は、かつてアメリカの政治学者R,ローズクランス氏が、日本を「平和的通商国家」と定義した時とは大きく様変わりをし、「平和」ではなく「軍事」が前面に出始め、「通商国家」というよりは「老衰国家」としてその面影は薄くなり始めているのだ。そうした中で、異次元金融緩和政策による円安政策は、日本の国民生活にとって決して良い結果をもたらすものにはなりそうにもないわけで、一刻も早く元に戻していくべき時に来ているように思えてならない。
公共事業の拡大による需要拡大策はもう限界へ
　もう一つの問題である、補正予算を組んで公共事業の拡大による成長率の引き上げという政策についてである。

　これまでの自民党政権は、景気が悪くなれば需要拡大策として一つは輸出拡大策を打ち出し、もう一つは内需拡大と称して大規模な公共事業拡大策と富裕層を中心にした大規模な減税政策を打ち出すことが常であった。その結果が、今日積み上がった1,000兆円を超す国債発行高であり、いまや長期金利が日銀の異次元緩和策の結果1%を切るどころか、0.5%を切るところにまで抑えつけられ、かろうじて国債費の急上昇を防いでいるのが実態である。いまや金利上昇こそ、日本が抱えている最大のウイークポイントであり、今後の日銀の金融政策は、この金利上昇をいかにして防いでいけるのか、ということを中心に展開されていくに違いない。つまり、金融政策は財政政策の下に置かれ、たとえ2%のインフレターゲットが実現できたとしても、財政破綻を回避していくために国債を買い続けていかざるを得ず、結果として金融抑圧を強いられ続けていくに違いない。

　完全雇用の下でボトルネックが低くなった労働力、原料・資材

　　公共事業によるクラウディングアウト現象
　さて、問題は日本経済のトレンド成長率(潜在成長率)が大きく低下し、今や1%を割るところにまで落ち込んだと多くのエコノミストたちに見られている。そうした中で、今起きていることは、成長率を高めようとして公共事業を拡大させようとしても、労働力や資材などのボトルネックにぶつかってしまい、これ以上の公共事業拡大政策を取ろうとしても、事実上できなくなり始めている。建設だけでなく、労働力依存型の外食や販売といったサービス業における人手不足は深刻で、移民労働力の拡大すら政策要求の柱として打ち出されようとしているのだ。この背景には、トレンド成長率の低下があるなかで、少しの需要の増加が労働力不足や資材不足などにぶち当たり、成長率を押さえつけてしまっているのだ。公共事業によるクラウディングアウト現象が、金融ではなく雇用や資材などに表れ、日本経済の足を引っ張り始めているのだ。

　こういう状況の下で、再び景気対策として大規模な公共事業を中心の補正予算を組むとすれば、ますますクラウディングアウトを加速させるだけでしかなく、日本経済はインフレと低成長が持続するいわゆるスタグフレーションに突入することになる。もはや、補正予算を組んで大規模な公共事業を展開していくこれまでの自民党的な景気刺激政策から、大胆に脱却していく以外に無くなっていることを認識すべき時だと言えよう。
　こうして見ると、アベノミクスの先行きは暗雲が垂れこみ始めており、国民の生活がますます苦しめられていくのではないかと予測される。にもかかわらず、多(無)国籍大企業にたいして至れり尽くせりの経済政策(その典型的な例として大幅な法人税減税が挙げられる)が展開されようとしている。さらに、先週号でも明らかにしておいた相続税(贈与税)の増税どころか、まったく逆に相続税逃れを、贈与税の尻抜けを利用して堂々と展開し、ますます格差社会を固定化させようとしていることを指摘せざるを得ない。安倍内閣に対して、秋の臨時国会での全面的な論戦を野党側に期待したいものである。
　最大の問題は、不安定雇用労働者を厚生年金に組み入れることができるのか
　次は、年金問題に移りたい。

　これまで、基礎年金の消費税方式への転換という点について一定の批判をしてきた。彼らが税方式へ転換する理由として挙げているのは、一つは国民年金の未納・未加入問題を上げて、このまま放置すれば老後に無年金・低年金者が増大し、生活保護にならざるを得ない高齢者が激増するという点である。問題は、未納・未加入者がすべて低賃金不安定雇用労働者だとは限らない。中には、医者や弁護士などの自営業の方たちが多く、高額所得者で未納・未加入者がかなりいることも事実である。もちろん、低賃金で不安定雇用労働者が増えていることにより、未納未加入になっている方たちも多いのも、これまた事実ではある。それゆえ、このような不安定雇用労働者をいかにして厚生年金に加入へと道を開いていけるのかどうか、というのが一番のポイントなのだ。
　国民皆年金を打ち出しているが故に悩ましい基礎年金への税負担
被用者以外の自営業や農家の方たちは、定年年齢が無く所得捕捉(多くは経費認定の問題)という点で、俗称「クロヨン」といわれる被用者とは性格が異なる問題点も抱えており、1961年の国民年金制度のスタートに当たり、所得比例年金として一元化できないところから、定額保険料・定額年金として出発せざるを得なかったのだ。この点については、マイナンバーが入ったとしても完璧な補足は現時点でも難しいだけに、なかなか解決の難しい問題である。それ故、ドイツなどでは国民皆年金制度の対象から、自営業などが除外されているとのことである。国民皆年金をタテマエとしているだけに、その点はなかなか辛いところなのだ。
3号被保険者問題、基礎年金税方式にすれば問題はなくなるのか
もう一つの問題は、3号被保険者問題である。いわゆるサラリーマンの妻が専業主婦だと、夫の所得から厚生年金保険料が徴収され。その中に妻の基礎年金部分も含まれているという事で、実質上保険料を支払わないで老齢基礎年金が支払われている。自営業者などの配偶者は、国民年金を支払わなければならず、明らかに制度の矛盾が存在しているのだ。問題は、サラリーマンの妻がパートで働いている場合、130万円の壁という物が立ちはだかり、それを超える収入になると3号被保険者から2号へと転換し、厚生年金加入者となる。そのため、パートに従事している3号被保険者の方たちは、これ以上働くと3号から2号になってしまう前に、働くことをストップしてしまうという問題も抱えている。この3号被保険者問題の解決に対しても、基礎年金全額税方式にすれば問題はなくなるではないか、という主張が出てくる。
今の年金制度、賦課方式では支え手をいかに増やせるのかが勝負
これも、やはり問題の正しい解決にはならない。なぜなら、今の日本で一番必要なことは、働こうと思えば働けるのに社会保障や税制によってそれが阻止されるという問題を抱えていることを克服することなのであり、賦課方式で支えている年金等について、支え手が多くなることによる制度の安定化こそが最も望ましいわけで、不安定雇用労働者だけでなく、パート労働者も厚生年金制度に加入させることが必要な解決策である。この課題については、経営者側の大変な反対があるのが現実であるが、どうしても必要な改革としてぜひとも実現するよう政治の力を最大限発揮すべきである。女性の労働力率の向上のためにも、是非とも取り組んでいくべき課題でもある。この点は、高齢者の雇用拡大という点で、在職老齢年金制度の改革とともに、これからの人口減少が続く日本において、働く支え手を拡大していくことの重要性を是非とも理解して欲しい点である。

税は所得再分配、保険料は受益と負担を明確に、となるだろうか
じつは、基礎年金全額税方式論者の方たちから、現行方式に対する批判が出されている。それは、社会保険方式と言いながら基礎年金部分に税が半分も投入されており、それで社会保険方式と言えるのか、という批判である。社会保険方式なら、すべて保険料で賄い、保険負担と給付がリンクするものにすべきで、税を半分も支出している対象にはかなり高額の所得を得ている方たちがいるわけで、税の支出の位置づけは所得再分配機能として位置付けるべきで、その点、きちんとしていないのではないか、という批判である。
やはり、所得税の課税ベースに年金所得も加えるべきではないか

この点については、たしかに高額所得者でありながら公的年金をもらっている方たちが存在することは確かであり、申告所得者として2,000万円を超す所得を得ていて公的年金を併給されている方が約5万人いると国税庁の調査結果が出ている。実に、申告所得者総数の20%近い方たちであり、本来であれば、公的年金の内の基礎年金部分の税金で支払われている分は必要が無いのではないか、ということなのであろう。この問題は、所得税の課税ベースに年金所得を加え、累進所得税の中で解決することが望ましいと考えて財務副大臣時代にそのことを事務当局に提言したことがある。残念ながらその提言は受け入れられることにはならなかったのだが、カナダのクローバックシステムにも学んでいくべき点であろう。
基礎年金全額税方式にはミーンズテストというスティグマが
もう一つ忘れていた大きな問題がある。それは、全額税方式となれば国民全員が無条件で直ちに給付対象になるとは限らない。ミーンズテストやインカムズテストといった調査が実施され、生活保護と同様にスティグマを伴うことを上げておく必要がある。国内居住と年齢だけで基礎年金部分が入るほど財政当局は甘くないし、国民の意識からしても厳しい目が注がれることも覚悟しておく必要がある。この点についても、大きな問題点として指摘しておくべきだろう。
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